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(57)【要約】
プラスチック材料を梱包する方法で、フィルムを使用して該材料を囲む方法、より詳しく
は、コポリエステルを梱包するための方法、および、それによって成形された得られる梱
包材。前記方法は、共押し出し法であることが好ましく、低いガラス転移温度を有するア
モルファスまたは半結晶性コポリエステルをダイ開口部から押し出し、高いガラス転移温
度を有するコポリエステルポリマーフィルムを共押し出しして、低ガラス転移温度のコポ
リエステルを囲むことにより、梱包する。ついで、コーティングされた低ガラス転移温度
のコポリエステルを、有限の大きさおよび形を有する個々の梱包ユニットに成形してもよ
い。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　有限の大きさと形を有するコポリエステルプラスチック塊、および、該コポリエステル
プラスチック塊を囲うコポリエステルポリマーフィルムからなり、該コポリエステルプラ
スチック塊は４０℃以下の低いガラス転移温度を有し、該コポリエステルポリマーフィル
ムは６０℃以上の高いガラス転移温度を有する包装材。
【請求項２】
　前記ポリマーフィルムが１０ミクロン～１００ミクロンの厚さを有する請求項１記載の
包装材。
【請求項３】
　前記ポリマーフィルムが１０ミクロン～３００ミクロンの厚さを有する請求項１記載の
包装材。
【請求項４】
　前記ポリマーフィルムが４０ミクロン～２０００ミクロンの厚さを有する請求項１記載
の包装材。
【請求項５】
　前記低いガラス転移温度が３５℃以下である請求項１記載の包装材。
【請求項６】
　前記低いガラス転移温度が２０℃以下である請求項１記載の包装材。
【請求項７】
　前記高いガラス転移温度が６５℃以上である請求項１記載の包装材。
【請求項８】
　前記高いガラス転移温度が６８℃以上である請求項１記載の包装材。
【請求項９】
　前記プラスチック塊が前記梱包材の７０～９９．５重量％を占め、前記ポリマーフィル
ムが前記梱包材の０．５～３０重量％を占める請求項１記載の包装材。
【請求項１０】
　前記プラスチック塊が前記梱包材の９８～９９．５重量％を占め、前記ポリマーフィル
ムが前記梱包材の０．５～２重量％を占める請求項１記載の包装材。
【請求項１１】
　コポリエステルプラスチック塊を製造する工程、および、該コポリエステルプラスチッ
ク塊をコポリエステルポリマーフィルムで囲う工程からなり、該コポリエステルプラスチ
ック塊は４０℃以下の低いガラス転移温度を有し、該コポリエステルポリマーフィルムは
６０℃以下の高いガラス転移温度を有するプラスチック塊を梱包する方法。
【請求項１２】
　前記ポリマーフィルムが１０ミクロン～１００ミクロンの厚さを有する請求項１１記載
の方法。
【請求項１３】
　前記ポリマーフィルムが１０ミクロン～３００ミクロンの厚さを有する請求項１１記載
の方法。
【請求項１４】
　前記ポリマーフィルムが４０ミクロン～２０００ミクロンの厚さを有する請求項１１記
載の方法。
【請求項１５】
　前記低いガラス転移温度が３５℃以下である請求項１１記載の方法。
【請求項１６】
　前記低いガラス転移温度が２０℃以下である請求項１１記載の方法。
【請求項１７】
　前記高いガラス転移温度が６５℃以上である請求項１１記載の方法。
【請求項１８】
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　前記高いガラス転移温度が６８℃以上である請求項１１記載の方法。
【請求項１９】
　前記コポリエステルプラスチック塊を囲む工程が、該コポリエステルポリマーフィルム
を共押し出しすることを含む請求項１９記載の方法。
【請求項２０】
　前記コポリエステルプラスチック塊を製造する工程が、該コポリエステルプラスチック
塊を押し出しすることを含む請求項１９記載の方法。
【請求項２１】
　前記コポリエステルポリマーフィルムで囲われた前記の押し出されたコポリエステルプ
ラスチックを、バスで冷却し、該バスの温度は、前記コポリエステルポリマーフィルムの
高いガラス転移温度より高い請求項２０記載の方法。
【請求項２２】
　さらに、前記の押し出されたコポリエステルプラスチック塊および共押し出しされたコ
ポリエステルポリマーフィルムを、有限の大きさおよび形のユニットに成形する工程を含
む請求項２０記載の方法。
【請求項２３】
　さらに、前記ユニットの両端を密封する請求項２０記載の方法。
【請求項２４】
　前記プラスチック塊が前記梱包材の７０～９９．５重量％を占め、前記ポリマーフィル
ムが前記梱包材の０．５～３０重量％を占める請求項１記載の方法。
【請求項２５】
　前記プラスチック塊が前記梱包材の９８～９９．５重量％を占め、前記ポリマーフィル
ムが前記梱包材の０．５～２重量％を占める請求項１１記載の方法。
 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有限の大きさと形を有する粘着性プラスチック材料を梱包する方法であって
、フィルムを用いて前記材料を囲む方法、とりわけ、アモルファスおよび半結晶性のポリ
エステル樹脂を、共押し出し工程を用いて梱包する方法、および、そのようにして形成し
て得られる梱包材に関する。
【背景技術】
【０００２】
　低ガラス転移温度（Ｔｇ）アモルファスおよび半結晶性のポリエステル樹脂は、接着剤
として用いられる。通常、そのような樹脂は、固形ブロック、粒状ブロックもしくはペレ
ットの形状で、または、一般的な溶媒に溶媒和されて液体の形状で供給される。
【０００３】
　これらの低Ｔｇアモルファスおよび半結晶性のポリエステル樹脂は、通常、一般的な溶
媒に溶媒和されて、商業的に用いられる。ポリマー－溶媒溶液は、それから、様々な基材
（フィルム、箔、不織布、紙など）にコーティングされ、ラミネート接着剤（コーティン
グした基材を別の基材にラミネートする）、ヒートシールコーティング、トップコート、
またはタイ層のいずれかとして用いられる。ほとんどの場合、低Ｔｇ樹脂は、温度および
溶剤に対する耐性を向上させるために、様々な硬化剤（たとえば、イソシアネート、メラ
ミン、ａｚｉｒａｄｉｎｅｓおよびシランなど）を用いて架橋される。しかしながら、低
Ｔｇアモルファスおよび半結晶性のポリエステル樹脂は、室温で一般的に粘着性および/
または軟性であるであるので、このような樹脂の取り扱いや梱包に関して、問題がある。
低Ｔｇ粘着性ポリエステル樹脂は、それが供給される形態にかかわらず、手、機械的な処
理装置、およびそれ自体に粘着または接着するだけでなく、容易に汚れや他の汚染物質を
付着させる。さらに、個々のピースの低Ｔｇ粘着性ポリエステル樹脂は、一緒に流れる、
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または、固まって、単一の固形の塊になる傾向があり、そのような材料の取り扱い、およ
び／または梱包を、困難にする。結果として、出荷および/または貯蔵の期間中の梱包は
、低Ｔｇ粘着性のポリエステル樹脂を輸送するうえで、重要な点です。
【０００４】
　この厄介な困難に対処するため、当業者らは、たとえば、粘着性樹脂および/または接
着剤組成物を、５５ガロンドラム、ポリエチレン袋、または、シリコーンコーティングさ
れた段ボールやパーティクルボードボックス、あるいは、通常、高密度ポリエチレンから
製造されるシリコンコーティングポリマー系トレーなどの容器に入れて出荷するといった
梱包技術に転じた。これらの溶液は、いくつかの工場環境および塗布において、上述の問
題を解決する一方、それらの実用性を損なう、多くの付加的な困難および別の欠点をもた
らす。たとえば、接着剤組成物を出荷するより伝統的な方法は、梱包材料のコストと廃棄
に関する問題を生じる。この点で、いくつかの種類の接着剤組成物を出荷するために用い
られるシリコンコーティングポリマー系のトレーは、購入するには比較的高価であり、シ
リコーンコーティングの存在は、樹脂を汚染し、そのような容器のリサイクルを不可能で
はなくとも、非常に困難にする。したがって、これらのトレー、または他の類似の容器は
、多くの場合、単に収集され、埋立地で処分され、それによって、環境汚染の厄介な種を
生じる。さらに、これらのシリコーンコーティングされた容器は、これらの容器から接着
剤を出すために、特定の環境の状況下で、非常に大きな物理的な力を接着剤に加えなけれ
ばならない点で、別の困難を生じ、接着剤の取り扱いを困難および不便にする。
【０００５】
　上述した欠点に対処すべく、いくつかのメーカーは、接着剤の次の出荷のために、容易
にリサイクルできる、あるいは、作り替えおよび再利用することができる合成トレーを製
造しようと試みている。リサイクル可能な容器は、その比較的単純さゆえに魅力的である
が、商業的アピールの明白な欠陥のために、工場で広く受け入れられていない。より具体
的には、新規のより容易にリサイクルできるトレーの開発は、副産物、機械設備の改善、
および、その他の製造費などの、いくつかの面で重大なもの、かつ、前述の欠点への答え
として、この溶液を採用するのに、抑止力として働くものを招く。さらに、再利用可能な
容器は、多様な用途に耐えられるように容器に耐久性の測定を課すために、一般的に厚い
ゲージ材料から製造される。結果として、そのような容器の単価は、通常、使い捨て容器
よりも非常に大きい。さらに、次の使用のために、使用済みの容器やトレーの回収および
作り替えのためにメーカーにかかるコストは、この提案された溶液を非常に高価なものに
し、それゆえに商業的に受け入れられない原因となっている。
【０００６】
　低Ｔｇポリエステル樹脂などの粘着性のプラスチック材料を梱包しようと、その他、様
々な試みがなされてきた。ある試みでは、塗布の直前に、溶融した接着剤組成物自体に一
緒に溶融し、ブレンドできる梱包材料を使用する。
【０００７】
　そのような方法では、溶融接着剤を、チューブの形状に形成されたフィルムに直接供給
し、チューブを絞り、密封し、切断することによって、個々の梱包された接着剤のユニッ
トを形成する。このような方法は、ときどき、『形成・充填および密封』法と呼ばれてい
る。たとえば、米国特許第５３７３６８２号明細書には、溶融接着剤をプラスチックフィ
ルムの円筒形のチューブの中に詰め、その間、フィルムの外面に冷却水を噴霧する方法が
記載されている。『カートリッジ』と呼ばれる得られた個々の梱包材は、接着剤が凝固す
るまで冷却される。この種のカートリッジを作製する別の例が、米国特許第５３９２５９
２号明細書に提示されている
【０００８】
　米国特許第６４３０８９８号明細書では、低複素粘度のフィルム材料を使用してホット
メルト接着剤を囲む。フィルム材料は、エチレン／α－オレフィンインターポリマー、す
なわち、エチレンおよび少なくとも一つのＣ３－Ｃ２０α－オレフィンの、メタロセンま
たは単一サイト触媒化インターポリマーから構成される。
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【０００９】
　Ｒｏｕｙｅｒらは、米国特許第５２５７４９１号明細書および米国再発行発明特許第３
６１７７号明細書において、圧力感受性の接着剤を包含し、接着剤とともに溶融可能な梱
包材を設計することにより、低温流動性で圧力感受性のホットメルト接着剤組成物を出荷
する問題にいどんでいる。この例では、梱包材は、塗布装置の熱にさらされて溶けるポリ
マー系フィルムである。
【００１０】
　国際公開第０２/０６１００９号および国際公開第０４/０３７６７１号では、梱包フィ
ルムとして低融点（１００℃以下）ポリマーを使用するとき、低温接着剤の塗布が達成で
きることをクレームしている。エチレンビニルアセテート（ＥＶＡ）コポリマー、エチレ
ンメチルアクリレート（ＥＭＡ）コポリマー、ポリエチレンコポリマー、ポリプロピレン
コポリマー、または、それらの組み合せを、梱包フィルムとして使用することを提案して
いる。
【００１１】
　また別の試みでは、最初に、有限の大きさおよび形に接着剤を形成し、ついで、プラス
チックフィルムで接着剤を覆う。たとえば、米国特許第６２３０８９０号明細書に記載の
方法では、接着剤の塊を最初に冷却し、そのあと、ポリマーの伸縮性ラップフィルムに梱
包する。
【００１２】
　いくつかの方法では、接着剤の塊を、最初に型に詰め、それから梱包する。たとえば、
Ｒｉｚｚｉｅｒｉの米国特許第５８０６２８５号明細書は、接着剤を型に流して、ブロッ
クを形成する方法を開示している。型は、その内部に形成された複数の穴を有し、型の内
面には真空熱成形されたプラスチック材料の薄いフィルムが裏打ちされている。型に接着
剤を充填したのち、開いた上面をプラスチック材料の薄いフィルム覆うと、それは型の内
面に裏打ちされたフィルムに熱密封される。すでにフィルムに封入された接着剤を含有す
る型は、そののち、梱包された接着剤を型から取り外す前に、空冷される。
【００１３】
　型を使う別の方法が、Ｈａｔｆｉｅｌｄらの米国特許第５４０１４５５号明細書に開示
されている。Ｈａｔｆｉｅｌｄらの特許には、ホットメルト接着剤組成物を梱包する方法
が記載されており、フィルム材料で裏打ちされ、冷媒ガスまたは液体ヒートシンクに接す
る外部表面を有するパンの形状の型を用いる。Ｈａｔｆｉｅｌｄらによれば、ホットメル
ト接着剤を裏打ちされたパンに注ぐ際、接着剤はフィルムにある程度融合する。Ｈａｔｆ
ｉｅｌｄらによれば、このことは、かえって、のちのフィルムと接着剤の混合を改善する
。
【００１４】
　さらに型を利用する別の方法が、Ｔａｙｌｏｒらの米国特許第５７１５６５４号明細書
に開示されている。この方法では、Ｔａｙｌｏｒらは、熱可塑性フィルムを型の中に真空
形成して硬質の型に裏打ちすることを教示している。
【００１５】
　さらに別の方法が米国特許第４０３９４８５号明細書に記載されており、ホットメルト
接着剤を囲むシースまたはコーティングの共押し出しを含み、共押し出しシース材料は、
ポリエチレンであってもよい。
【００１６】
　ホットメルト接着剤を梱包する様々な他の方法が、米国特許第６１５５０２９号、第６
１３８４４１号、第５６６９２０７号および第５９４２０８２号明細書に説明されている
。
【００１７】
　上記に引用したすべての文献において、接着剤または他のプラスチック材料の梱包に用
いられる材料は、高分子量ポリマー、修飾高分子量ポリマー、または、高分子量ポリマー
の組み合わせである。典型的な例としては、高分子量のエチレンビニルアセテート（ＥＶ



(6) JP 2013-516366 A 2013.5.13

10

20

30

40

50

Ａ）コポリマー、または、高分子量エチレン－アクリル酸コポリマー、または、高分子量
低密度ポリエチレン、または、エチレンの高分子量メタロセンもしくは単一サイトもしく
はチーグラー・ナッタコポリマーである。これらの材料は、それらの意図した目的に対し
て、いくらか効果的なように見えながら、実用性を損なう容易にわかる明白な欠点を有し
ている。これらの組成物は、一度溶融すると、高分子材料の高粘度のために、特定の製造
条件下では、その中に密閉された接着剤と均一に混合しない傾向を有する。結果として、
これらの高分子量材料は、接着剤から相分離をもたらし、それゆえ架橋もしくはゲル化し
た粒子またはチャーの塊を形成して、従来の製造装置の中で、フィルタやノズルを詰まら
せる可能性がある。さらには、実験によれば、これらの上記に特定された高分子量組成物
を、通常のホットメルトまたは圧力感受性接着剤組成物に、重量で数パーセント添加する
だけで、接着剤が多様なターゲット基板と効果的な結合を形成する性能に悪影響を及ぼす
。上記に引用した文献のいずれも、この種の欠陥を防げるように、フィルムまたはコーテ
ィング組成物を作製する方法は、教示していない。
【００１８】
　上記欠点をふまえて、より簡単に一緒に溶融し得る、および／または、塗布の直前に溶
融接着剤組成物自体により簡単にブレンドし得る、フィルムまたはコーティング組成物を
作製することによって、接着剤を梱包することが提案されている。以下に、この試みのい
くつかの例を説明する。
【００１９】
　欧州特許第０９５７０２９号明細書においては、共押し出し装置が記載されており、そ
こでは、熱可塑性材料のチューブを押し出し成形し、共押し出し溶融フィルムで囲み、個
々の梱包材を製造するために等間隔でひねる。共押し出しされた外装フィルムは、単に『
非接着剤』であるとして記載されているが、フィルム組成物は１～５重量％の接着剤製品
を含み得ることも述べられている。
【００２０】
　この試みの別の説明が、米国特許第５８６５９２７号明細書に示されているが、その梱
包方法は、ａ）ホットメルト接着剤をダイから押し出す工程、ｂ）押し出された接着剤の
表面に溶融したフィルム形成ポリマー材料を噴霧する工程、前記材料は、共に再溶融した
ときに接着剤組成物の特性を損なわないように選択される、ｃ）フィルム形成ポリマーを
再溶融させて、それらからなる連続したコーティングを形成するのに充分な、けれども、
接着剤を溶融させるには不充分な、特定の温度および特定の時間で、コーティングされた
接着剤の表面を加熱する工程、および、ｄ）そのようにしてコーティングされた接着剤の
塊を、取り扱いに適した温度まで冷却する工程からなる。‘９２７特許に記載されている
フィルム組成物は、ＥＶＡコポリマーもしくはＳＥＢＳブロックコポリマー、芳香族系炭
化水素樹脂、パラフィンワックス、および、酸化防止剤／安定化剤を使用する。
【００２１】
　別の例としては、米国特許第５１１２５５２号および第５２９２４６８号明細書に記載
されており、そこでは、ホットメルト接着剤組成物が、裏打ちされたパンの形状の型に注
がれている、裏打ちは、型の内部表面に噴霧される。使用されるフィルム組成物の例とし
ては、ＥＶＡコポリマー、ポリエチレンコポリマー、パラフィンワックス、ワックス状の
酸化防止剤、エチレン無水マレイン酸、エチレンアクリル酸および天然ゴムがある。
【００２２】
　欧州特許第０５５７５７３は、低温流動性ホットメルト接着剤組成物の梱包材組成物を
開示してている。前記梱包材組成物は、スチレン－イソプレン－スチレンブロックコポリ
マー、芳香族系炭化水素樹脂、ミネラルオイル、ワックス、および酸化防止剤／安定化剤
のブレンドからなる。
【００２３】
　米国特許第４７４８７９６号および第４７５５２４５号明細書には、粉末スクリーンで
型や空洞を静電的にコーティングし、それから溶融ホットメルト接着剤を型に流し込むこ
とによって、接着剤に保護コーティングを形成することが開示されている。粉末材料は、
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ワックスから作られたり、ポリマーから作られたり、ホットメルト配合から作られること
が記載されているが、さらに特定の配合は記載されていない。
【００２４】
　他の試みでは、米国特許第６１２０８９９号明細書のように、ペレットコーティング処
理を行っており、ここでは、ホットメルト組成物を、ペレットをコーティングするために
使用できる。ホットメルト組成物は、ポリマー、粘着性樹脂、および少量のワックスを含
むものとして記載されている。米国特許第６２３８７３２号明細書では、１０重量％未満
のペレット化促進剤を、接着剤ペレットをコーティングするために使用している。さらに
、米国特許第５０４１２５１号明細書のように、軟性または粘着性のプラスチック製品の
ペレットを形成するいくつかの水中ペレット化法は、ブロッキング防止剤を使用するが、
ブロッキング防止剤を含有する液体エマルジョンにペレットを押し出すか、あるいは、ペ
レットを乾燥させて固形粒子としたのち、押し出しペレットの表面に塗布することで、ブ
ロッキング防止剤を施す。前記ロッキング防止剤は、通常、ミネラル粉末または微粒化ワ
ックス粉末または微粒化ポリマー粉末である。
【００２５】
　いくつかの梱包方法では、粘着性または軟性プラスチック材料のピースを形成して梱包
するにもかかわらず、ワックスまたは低分子量エチレン系ポリマーでコーティングしても
よい。特許第５９４２３０４号および第５７３３６４５号明細書では、軟性および粘着性
材料の切断性を向上させるために、ポリエチレンワックスを使用している。しかしながら
、これらの条件下でコーティングを形成するために使用される材料は、通常、連続したフ
ィルムを形成すること、接着剤または軟性プラスチック材料ピースの表面全体を実質的に
囲うことができない。
【００２６】
　上記の引用文献では、低分子量フィルム組成物を用いたり、ワックスを含んでもよいフ
ィルム材料を用いることによって、たとえどんな利益が得られたとしても、その実用性を
損なうという明らかな欠点もある。まず、ワックスまたはワックス系材料は、通常、非常
にもろいので、連続したフィルムを形成することができない、および／または、接着剤ま
たは軟性もしくは粘着性製品の梱包材内側からの漏れを招く亀裂および／または割れを作
ることなく、伸縮、折り畳み、ひねることが実質的にできないので、梱包フィルムとして
使用することができない。この亀裂および／または割れの挙動は、接着剤やプラスチック
材料の貯蔵または出荷の間に起こる固有の低温流動、および、そののちの変形によっても
、引き起こされ得る。
【００２７】
　さらに、上記の引用文献で保護フィルムとして記載されているワックスまたは低分子量
化合物を含む配合のいずれも、たとえば、トラック、電車、ボートに積まれた容器の中で
、積み重ね圧力がかけられたり、晴れの気象条件では約４０～５０℃、さらには数時間の
間、最高温度が約６０℃に到達することさえあり得る工場地帯に放置されるなど、厳しい
出荷および貯蔵の条件に耐える保護フィルムとしては、記載されていない。これらの条件
下では、熱可塑性フィルムは、梱包材料中の低分子化合物の存在のために、通常、柔らか
くなり、最終的に溶けて、粘着性になる可能性を生じたり、または徐々に可塑化する傾向
を有する。これは、接着剤業界ではとくにありふれた失敗で、梱包プラスチック材料を適
切に取り扱い、使用するために避けなければならない。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２８】
　したがって、古くから知られていることだが、低Ｔｇ粘着性ポリエステル樹脂を封入す
るための改良された梱包フィルムを得ることが望まれている。前記フィルム材料は、従来
の梱包技術を用いた結果生成される付随の廃棄物を減らすように、有利に操作できること
が好ましく、従来の接着剤塗布装置と組み合わせて使用するときに生ずるかもしれない面
倒な目詰まりやその他の有害な影響を、低減または実質的に排除する。さらに、梱包フィ
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ルムは、接着剤組成物が所望の基材に効果的な結合を形成する性能に、実質的な影響を与
えないことが好ましく、上昇した貯蔵および出荷温度で、同種のフィルムにブロックしな
いことが好ましい。梱包フィルムは、また、製造および販売するために安価であることが
好ましく、さらに、容易な使用によって特徴付けられる。
【課題を解決するための手段】
【００２９】
　本発明は、低ガラス転移温度（低Ｔｇ）、粘着性（アモルファスまたは半結晶性）で、
溶媒に可溶なコポリエステル樹脂組成物を梱包する方法であって、高ガラス転移温度（高
Ｔｇ）、非粘着性で、溶媒に可溶なコポリエステルポリマーフィルムを用いて、低Ｔｇコ
ポリエステル樹脂材料を囲む方法、および、それによって形成される得られる梱包材に関
する。低Ｔｇ粘着性コポリエステル樹脂材料を梱包するいずれの方法も、低Ｔｇコポリエ
ステル樹脂材料の周りにフィルムを形成または塗布するために、用いることができる。前
記梱包フィルムは、とくに共押し出し法に適しているが、フィルムを使用してプラスチッ
ク材料を囲む、または梱包する任意の方法に、容易に適合する。
【００３０】
　本発明によれば、低Ｔｇ粘着性コポリエステル樹脂材料を梱包する方法であって、有限
の大きさおよび形の低Ｔｇ粘着性コポリエステル樹脂材料を供給する工程、ならびに、該
Ｔｇ粘着性コポリエステル樹脂材料を高Ｔｇ非粘着性コポリエステルポリマーフィルムで
囲う工程からなる方法を提供する。前記低Ｔｇ粘着性コポリエステル樹脂材料および高Ｔ
ｇ非粘着性コポリエステルポリマーフィルムの組成は、いずれも、使用の前に適当な溶媒
に容易に溶けるように選択することができる。本発明の方法のより好ましい実施の形態に
よれば、アモルファスまたは半結晶性の低Ｔｇコポリエステル樹脂材料のプラスチック塊
を梱包する方法であって、粘着性低Ｔｇコポリエステル樹脂材料をダイの開口部を通して
押し出す工程、および、高Ｔｇ非粘着性コポリエステルポリマーフィルムを共押し出しし
て該低Ｔｇプラスチック塊を囲う工程からなる方法を提供する。前記高Ｔｇポリマーフィ
ルムは、ＡＳＴＭ法Ｄ３４１８で６０℃以上の高いＴｇを有する溶媒可溶な組成物からな
る。ＡＳＴＭ法Ｄ３４１８で４０℃以下のＴｇを有するいかなる種類の低Ｔｇ粘着性可溶
性コポリエステル樹脂プラスチック塊も、前記高Ｔｇポリマーフィルムで梱包または囲む
ことができる。
【００３１】
　本発明は、また、溶媒に可溶なプラスチック製品梱包材を提供する。前記梱包材は、ピ
ロー、ペレットまたは円筒形のような有限の大きさおよび形を有する粘着性可溶性低Ｔｇ
コポリエステル樹脂プラスチック塊、ならびに、該Ｔｇプラスチック塊を囲う非粘着性高
Ｔｇコポリエステル樹脂ポリマーフィルムからなる方法を提供する。好ましくは、前記ポ
リマーフィルムは、１０ミクロン～２０００ミクロンの厚さを有する。前記ポリマーフィ
ルムは、梱包材の０．５～３０重量％、好ましくは０．５～２重量％であり、一方、前記
樹脂プラスチック塊は、梱包材の７０～９９．５重量％、好ましくは９８～９９．５重量
％である。
【発明の効果】
【００３２】
　本発明の方法の利点は、実質的にあらゆる種類の粘着性かつ低Ｔｇのアモルファスまた
は半結晶性コポリエステル樹脂組成物を梱包するために使用できることである。他の利点
は、製造工程において、高Ｔｇポリマーフィルム組成物が低Ｔｇプラスチック材料ととも
に溶解し結合することが可能であり、そのため、あらゆる包装廃棄物を排除できることで
ある。さらなる利点は、本発明の高Ｔｇ梱包フィルムは、製造塗布工程において溶媒和器
／攪乳器の中で、低Ｔｇプラスチック塊組成物とともに溶解し結合すると、低Ｔｇプラス
チック塊または材料組成物自体に実質的に適合し、それゆえ、低Ｔｇプラスチック塊また
は材料の物理的特性または挙動特性に、実質的に悪影響を及ぼさず、塗布装置の操作に実
質的に有利に働くことである。本発明のフィルム組成物の他の重要な利点は、接着剤およ
び／またはそれを囲むプラスチック塊、あるいは、それが接触するかもしれない外部原因
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から、低分子量化合物が流出することを実質的に阻止することができ、それゆえに、通常
４０℃、５０℃、６０℃または７０℃で数時間から７日以上の環境条件にさらされたとき
、実質的に非ブロックキングの梱包材が得られることである。
【００３３】
　近年、Ｖｉｅｔｒｌ３３００Ｂ、３３００Ｓ、３３５０Ｓ、３２００Ｂ、３６５０Ｂお
よび３５５０Ｂなどのコポリエステル樹脂製品が、６または８ポンドの袋入り（１箱５袋
入り）で市販されている。袋はポリエチレン製で、使用者は、Ｖｉｅｔｒ樹脂を溶媒和さ
せる前に、外袋を剥がなければならない。ポリエチレンフィルムは、ポリエステル樹脂と
同種の溶媒に溶解しないので、樹脂に用いられるのと同じ溶媒和工程に含めることができ
ない。大量の樹脂を購入する消費者にとっては、莫大な労働と無駄を伴う。
【００３４】
　上述のように、流通しているＴｇ粘着性コポリエステル樹脂は、ポリエチレン袋に梱包
されている。これらの袋は消費者側で剥ぐ必要がある。本発明は、ポリエチレン（ＰＥ）
袋を必要としない。また、この技術によれば、いくつかの製造工程を省くことができる。
前記樹脂は、反応炉から直接共押し出しすることが好ましく、パンの中に樹脂を滴下した
り、凍らせたり、すりつぶしたり、袋詰めしなくてすむ。これらの工程を省くことにより
、かなりの労働と材料を節約できる。また、これらの工程を省くことにより、プラントの
安全性を増し、（汚染物質が製品に混入する可能性のあるいくつかの工程を省くことによ
って、）製品の品質を改善することができる。
【００３５】
　また、これは、より使用者にとって使いやすい包装方法であるので、これらの樹脂の市
場は、グローバルレベルまで開けるかもしれない。流通の６または８ポンドの樹脂袋は、
多くの使用者にとって溶媒和させるのが、あまりにも困難である（たとえば、それらは攪
乳器からピンを切断する可能性がある）。この新しい包装材はずっと小さく（２０～５０
０ｇ）、消費者にとって取り扱いやすい。
【発明を実施するための形態】
【００３６】
　本発明の高Ｔｇ非粘着性コポリエステルポリマーフィルム組成物は、どんな種類の低Ｔ
ｇでアモルファスまたは半結晶性の粘着性コポリエステルプラスチック材料（また、しば
しば、本明細書中で『プラスチック塊』として言及する。）にも使用することができ、こ
の組成物および／または化合物、とりわけコポリエステル樹脂は、華氏６０度の環境温度
で、軟性、柔軟および／または粘着性である。好ましくは、ここで開示される高Ｔｇ非粘
着性コポリエステルポリマーフィルム組成物は、低Ｔｇコポリエステル組成物を梱包する
ために用いられ、とくに低Ｔｇコポリエステル樹脂を梱包するのに向いている。『ガラス
転移温度』（ここではＴｇと省略している）は、当業者が周知のように、アモルファス材
料が
冷却されてガラス状および脆性になったり、加熱されて軟性または延性になる二次相分離
として定義される。
【００３７】
　前記ポリマーフィルム組成物は、プラスチック材料、とりわけ、低Ｔｇアモルファスま
たは半結晶性のコポリエステル樹脂組成物のような軟性、柔軟および／または粘着性材料
を、フィルムが囲んでいる、実質的にほとんどの包装方法で使用することができる。この
ように、本発明のポリマーフィルム組成物は、低Ｔｇ粘着性コポリエステル樹脂プラスチ
ック材料と一緒に使用することができ、押し出し、共押し出し、トレー、型に加え、充填
および密封技術、噴霧コーティング、または先行技術に記載されているような任意の特別
な技術によって、それを梱包する。実際に、ここに記載されるポリマーフィルム組成物は
、手で覆う方法で使用することも可能である。このようにして、ここに記載されるポリマ
ーフィルムは、たとえば共押し出し法のように、プラスチック材料と同時に形成すること
ができるか、たとえばトレー、型、充填および密封技術によって別々に形成してロール状
で貯蔵し、あとからプラスチック材料を梱包するのに使用することができる。後者の場合
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は、フィルム材料をフィルムに形成し、巻いて貯蔵、出荷し、それからプラスチック材料
を梱包するために巻きを解くことができる。
【００３８】
　ここ使用される『プラスチック材料』または『プラスチック塊』という用語は、低Ｔｇ
粘着性コポリエステル樹脂、化合物または組成物で、加熱して、または、しないで流動可
能であり、成型したり、キャストしたり、絞ったり、圧力をかけて様々な形にすることが
できる任意のものを記載していることを示している。この樹脂はアモルファスでも半結晶
性であってもよい。このように、『プラスチック材料』または『プラスチック塊』という
用語は、軟性および柔軟低Ｔｇ粘着性コポリエステル樹脂組成物、たとえば、低Ｔｇ粘着
性コポリエステル樹脂を含むポリマーブレンドや、低Ｔｇ粘着性コポリエステル樹脂と、
少し例をあげれば、軟化剤、接着剤、ワックス、安定化剤、着色剤、架橋剤および蛍光剤
などの添加剤とのブレンド、あるいは、低Ｔｇ粘着性コポリエステル樹脂化合物そのもの
、ならびに、上記の材料の各々または全てのブレンドなどを含むが、これに限定されるも
のではない。それとともに注意しなければならないのは、『プラスチック』の用語は、一
般的に、製造の一段階で、繊維、シートもしくは固形、型に流して成形し、ついで別の段
階でより剛性にするすることが可能である、天然または合成ポリマーを含む材料の混合物
（たとえば組成物）を指して使われるが、『プラスチック材料』または『プラスチック塊
』という用語が意図するものは、この『プラスチック』と呼ばれるものより範囲が広いと
いうことである。
【００３９】
　ここで使用される用語『低Ｔｇ粘着性コポリエステル樹脂組成物』は、それに含まれる
１以上の成分として低Ｔｇアモルファスまたは非結晶性コポリエステル樹脂化合物を用い
た、２以上の成分が結びついて得られる、任意の集合体、混合物、塊もしくは物体のこと
であり、加熱されて軟化し成型可能になり、剛性と硬さの程度は様々だが、冷やされて再
び硬化し、相対的に剛性になる特性を有する。『低Ｔｇ粘着性コポリエステル樹脂化合物
』は、剛性と硬さの程度は大きく変わるが、硬化させて硬くなり成型不可能になる、ある
いは永久にそうなる、任意の個々のまたは単一の低Ｔｇアモルファスまたは非結晶性コポ
リエステル樹脂原料である。低Ｔｇ粘着性コポリエステル樹脂化合物の典型的な例は、変
形させたり最終的に使用される製品に添加したり、合成または化学プロセス用の原材料と
なる任意のアモルファスコポリエステル樹脂を含む。典型的な低Ｔｇアモルファスコポリ
エステル樹脂化合物は、限定されるものではないが、Ｖｉｅｔｒｌ３２００Ｂ、Ｖｉｅｔ
ｒ３３００Ｂ、Ｖｉｅｔｒ３３００Ｓ、Ｖｉｅｔｒ３３５０Ｂ、Ｖｉｅｔｒ３５５０Ｂ、
または３６５０Ｂを含み、Ｂｏｓｔｉｃ社より入手できる。典型的な低Ｔｇ半結晶性コポ
リエステル樹脂化合物としては、限定されるものではないが、ＶｉｅｔｒｌＫＰ７９０８
、ＶｉｅｔｒＫＰ７９６２、ＶｉｅｔｒＫＰ９７１５およびＶｉｅｔｒ１８０１があげら
れ、やはりＢｏｓｔｉｃ社より入手できる。
【００４０】
　ここで使用される用語『熱可塑性組成物』は、それに含まれる１以上の成分として熱可
塑性化合物を用いた、２以上の成分が結びついて得られる、あらゆる集合体、混合物、塊
もしくは物体のことであり、加熱されて軟化し成型可能になり、剛性と硬さの程度は様々
だが、冷やされて、再び硬化し、相対的に剛性になる特性を有する。『熱可塑性化合物』
は、剛性と硬さの程度は様々だが、硬化させて硬く成型不可能になる、あるいは永久的に
そうである、任意の個々のまたは単一の低Ｔｇアモルファスまたは非結晶性コポリエステ
ル樹脂原料である。熱可塑性化合物の典型的な例としては、変形させたり最終的に使用さ
れる製品に添加したり、合成または化学プロセス用の原材料となる、任意の軟化剤、ポリ
マー、プレポリマー、ターポリマー、インターポリマー、モノマーまたはオリゴマーがあ
げられる。典型的な熱可塑性化合物としては、限定されないが、アクリロニトリル－ブタ
ジエン－スチレン（ＡＳＢ）、アセチル、アクリル、酢酸セルロース、酪酸酢酸セルロー
ス、ナイロン、ポリエステル、ポリカーボネート、ポリエチレン、ポリスチレン、ポリ塩
化ビニル、ポリ塩化ビニリデンおよびポリテトラフルオロエチレンがあげられる。『熱硬
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化性組成物』の用語は、それに含まれる１以上の成分として熱硬化性化合物を用いた、２
以上の成分が結びついて得られる、あらゆる集合体、混合物、塊もしくは物体のことであ
り、加熱または硬化されて永久的に硬く剛性になる特性を有する。『熱硬化性化合物』は
、加熱または硬化されて永久的に硬くなり成型不可能になる任意の材料である。典型的な
熱硬化性化合物としては、限定されないが、アルキド、アリル類、エポキシ類、メラミン
、ウレア、フェノール類、ポリエステル、シリコンおよびウレタンがあげられる。
【００４１】
　『結晶性』の用語が使用されれば、それは、示差走査熱量測定（ＤＳＣ）または等価な
技術で決定される一次転移または結晶融解温度（Ｔｍ）を有するポリマーのことである。
『非結晶性』の用語は、高結晶性ポリプロピレン基準に対して、示差走査熱量測定（ＤＳ
Ｃ）または等価な技術で決定される結晶化度が３０％以下程度のポリマーのことである。
『アモルファス』の用語は、示差走査熱量測定（ＤＳＣ）または等価な技術で決定される
結晶融解温度を持たないポリマーのことである。『粘着性』の用語は、表面が触っていく
ぶんべたつくポリマーのことであり、たとえば、上記のアモルファスおよび半結晶性ポリ
マーを含む。『非粘着性』の用語は、表面が粘着性や接着性の性質や状態を示さないポリ
マーのことである。
【００４２】
　ここで使用される『溶媒系接着剤組成物』は、液体の物理的状態に重大な変化をもたら
さずに樹脂を溶解することが可能な有機液体に、接着剤樹脂を完全に溶媒和することによ
って形成される、あらゆる集合体、混合物、塊もしくは物体のことである。ポリエステル
樹脂接着剤に使用される一般的な溶媒としては、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）、エチル
アセテート（ＥＡ）、ブチルアセテート、アセトン、トルエン、テトラヒドロフラン（Ｔ
ＨＦ）、シクロヘキサノンおよび／またはジオキソランがあげられる。これらの接着剤は
充分に溶媒和されれば、様々な接着される基材にコーティングするのに便利である。一般
的な塗布技術には、少しの例をあげれば、グラビアコーティング、リバースロールコーテ
ィング、ソフトダイコーティングがある。重要なのは、接着剤溶液は１００％溶媒和され
る必要があることに注意することである。どんな不溶の粒子やゲルも、最終的な接着性お
よび外観性能に影響を与える重大なコーティングの欠陥を招き得る。溶媒系接着剤組成物
を基材に塗布したのち、たとえば、オーブンで、加熱ロールを輸送してなどの方法で、溶
媒をとばし、主に接着剤樹脂だけが基材の上に残るように、ある種の乾燥を実施する。接
着剤でコーティングされた基材は、あとで、第２の基材に接着結合を形成するように接合
する。この結合は、加熱、加圧または両方の組み合わせによって形成することができる。
【００４３】
　本発明のポリマーフィルム組成物は、どの梱包方法でも利用することができるが、とく
に共押し出し法に適している。共押し出し法では、一般的に、梱包されるプラスチック材
料を攪拌器、一軸押し出し機、二軸押し出し機で溶融ブレンドし、ついで、材料の軟化点
より高いかそれに近い温度のまま、適当なサイズのダイ開口部から圧出する、絞る、また
は押し出す。開口部およびダイは、いかなる従来の形態であってもよく、一般的には、た
とえば、スロット様か円筒様のいずれの形態が、プラスチック材料を開口部から圧出する
ときに提供される。ダイの温度は、プラスチック材料の融点以上に、上手く維持しなけれ
ばならないが、一般的には１００℃～２５０℃の範囲である。共押し出しでは、本発明の
ポリマーフィルム材料は、それから、梱包されるプラスチック材料を囲うようにダイから
同時に押し出しされ、梱包される材料を包含するシースまたは包みを形成する。共押し出
し技術は、業界でよく知られているが、適した共押し出し法の装置は、たとえば、欧州特
許第０９５７０２９号明細書、米国特許第５５２７４９１号明細書、再発行ＲＥ３６１７
７および米国特許第５９４２３０４号明細書に記載されている。周知のように、押し出さ
れている材料は高温なので、共押し出し工程は一般的に水中で行い、プラスチック材料と
、該プラスチック材料を囲むフィルムが、ダイから押し出されたのち、直ちに冷やされる
ようにする。そののち、ポリマーフィルムで覆われたプラスチック材料を、ウォーターバ
ス、あるいは、冷却グリコール、液体もしくは気体窒素、圧縮二酸化炭素、またはそのよ
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うなものなどの冷却媒体のいずれかで、あるいは、環境条件下で冷却し、覆われたプラス
チック塊が充分に冷えて取り扱えるようにすることができる。前記バスの温度はポリマー
フィルムのＴｇよりも高い。これは、プラスチック材料とポリマーフィルムの接着性を改
善する。それから、コーティングされた押し出し成形体を、（まだ高温のうちに、または
望ましい温度に冷やしたのち、）ローラーなどの従来の装置を用いて機械的につまんで、
所望のサイズ、形、重量および／または比率のユニットにし、つぎに必要であればシール
する。シールは、ユニットのサイズ、形、重量および／または比率によって、密封シール
または機械的シールとすることができるが、いずれの場合も、取り扱い、貯蔵、出荷時に
、プラスチック材料の漏れを防ぐのに充分であるべきである。最終的に、コーティングさ
れたプラスチック材料のユニット塊は、機械的に、または他の従来の手段によって、ウォ
ータージェット、レーザーまたはホットナイフなどの従来の装置を使用して、個々の梱包
されたユニットに切断してもよい。コーティングされた押し出し成形体を機械的につまむ
代わりに、コーティングされた押し出し成形体をその分割点で加圧し、超音波で加圧した
分割点を溶接することができ、コーティングされた押し出し成形体は、加圧した分割点で
、所望のサイズ、形、重量および／または比率のユニットに切断される。この方法は、欧
州特許出願公開第１８２４７４１号明細書に記載されている。
【００４４】
　得られる梱包されたプラスチック塊は、必要または所望であれば、環境や水分または他
の要素にさらされるのを低減するために、さらに容器または袋に梱包してもよい。前記容
器または袋は、本発明のポリエチレンフィルム組成物または他のフィルム組成物から作る
こともできるが、他のフィルム組成物から作る場合、とくに個々に梱包されたプラスチッ
クユニットが溶媒和器または攪乳器中で使用するつもりのポリエステル組成物を含むなら
ば、それに含まれている個々のコーティングされたプラスチックユニットを利用する前に
、前記容器または袋を、従来の手順で取り除く必要があるかもしれない。対照的に、前記
容器または袋を本発明のポリマーフィルム組成物から作る場合、前記容器または袋は、塗
布する直前に、溶媒和されたポリエステル組成物自体に一緒に溶媒和することができ、ブ
レンドできる。
【００４５】
　ここに記載されるポリマーフィルム材料は、所望のサイズ、形、重量および／または比
率の熱硬化性もしくは熱可塑性ポリエステル組成物などのプラスチック材料もしくは塊、
または、溶媒系接着剤組成物とともに利用して、梱包されたユニットを提供することがで
きる。そして、梱包されたユニットを、ブリック、ブロック、ピロー、ペレット、円筒、
リボンまたはその類似の形に形成することができる。本発明のポリマーフィルムは、それ
が囲うプラスチック材料に適合していることが好ましい。通常、前記ポリマーフィルム組
成物は、プラスチック塊およびポリマーフィルム材料の溶媒系混合物の固有特性に適合し
、実質的に悪影響を与えない物理特性を有するべきであり、さらには、ポリマーフィルム
材料が、それが囲うプラスチック塊と一緒に溶媒和されて混合物を形成したとき、実質的
に塗布装置の操作に適合する。前記プラスチック塊がポリエステル組成物であるとき、ポ
リマーフィルムは、それを囲うポリエステル塊の物理特性に、実質的に悪影響を及ぼすべ
きではない。しかしながら、ある塗布においては、梱包されたプラスチック塊から使用前
に簡単に覆いを取ることが望ましい場合があり、このような場合には、所望によりポリマ
ーフィルムの覆いを捨てなくてもよい。しかしながら、通常は、前記ポリマーフィルム組
成物を、それが梱包するプラスチック材料に適合するように形成して、塗布装置の操作に
適合し、かつ材料の固有特性（とくに接着性）に悪影響を与えない溶媒系混合物中で、ポ
リマーフィルムおよびプラスチック材料を一緒にブレンドできるようにすべきである。
【００４６】
　皮膜材料として用いられるポリマーフィルムは、任意の所望の顔料を用いて着色するこ
とができ、任意の周知の印刷技術で印刷してもよく、一般的に、それに適した任意の有効
成分が配合される。
【００４７】
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　プラスチック塊
　本発明の方法およびポリマーフィルム組成物は、ポリエステルプラスチック材料の梱包
に適している。それは、とくに低Ｔｇアモルファスまたは半結晶性コポリエステル、とり
わけ、取り扱い上の問題が最も深刻となる４０℃以下のガラス転移温度を有するコポリエ
ステルの梱包に適している。コポリエステルプラスチック塊は、好ましくは３５℃以下、
とくに好ましくは２０℃以下のガラス転移温度を有する。低Ｔｇコポリエステルは周知で
あり、商業的に入手可能である。一般的な低Ｔｇコポリエステルの例は、米国特許第３３
７２１４８号、第３４１３２８０号、第３４２３２８１号および第３３８６９６１号明細
書で見つけることができる。
【００４８】
　商業的に入手可能な低Ｔｇコポリエステルとしては、Ｖｉｅｔｌ３２００Ｂ、３３００
Ｂ、３３００Ｓ、３５００Ｂ、３５５０Ｂ、３６５０Ｂ、１８０１、ＫＰ７９０８、ＫＰ
７９６２、ＫＰ７９１５や、Ｖｙｌｏｎ３００、５００、５１６、５３０、５５０、５６
０、６３０、６５０、６７０があげられる。『Ｖｉｅｔｌ』コポリエステルはＢｏｓｔｉ
ｃ社より商業的に入手できる。『Ｖｙｌｏｎ』コポリエステルは東洋紡（株）より商業的
に入手できる。
【００４９】
　特別な物理特性を付与するために、前記ポリエステル組成物に添加剤を配合することが
できる。これらの添加剤は、二酸化チタンなどの着色剤、シリカ、タルクおよびクレーな
どの充填剤、架橋剤、核形成剤、反応性化合物、難燃性のミネラルまたは有機薬品に加え
、紫外線（ＵＶ）吸収剤およびＵＶ蛍光剤を含むことができる。
【００５０】
　ポリマー梱包フィルム
　改良された梱包フィルムとして使用できる本発明のポリマーフィルム組成物も、ポリエ
ステル材料からなるが、それが囲うプラスチック塊のような低Ｔｇコポリエステルとは異
なり、高Ｔｇコポリエステルである。高Ｔｇコポリエステルとは、ガラス転移温度が６０
℃以上のコポリエステルである。高Ｔｇコポリエステルは周知であり、商業的に入手可能
である。一般的な高Ｔｇコポリエステルの例は、米国特許第３３７２１４８号、第３４１
３２８０号、第３４２３２８１号および第３３８６９６１号明細書で見つけることができ
る。商業的に入手可能な高Ｔｇコポリエステルとしては、Ｖｉｅｔｌ１２００Ｂ、２１０
０Ｂ、２２００Ｂ、２２３０Ｂ、２２５０Ｂや、Ｖｙｌｏｎ２００、２２０、２２６、２
４０、２４５、２７０、２８０、２９０、２９６や、ＤｙｎａｐｏｌＬ９１２、Ｌ９５２
、Ｌ２０５、Ｌ２０６、Ｌ２０８およびＬ２１０があげられる。『Ｖｉｅｔｌ』コポリエ
ステルはＢｏｓｔｉｃ社より商業的に入手できる。『Ｖｙｌｏｎ』コポリエステルは東洋
紡（株）より商業的に入手できる。『Ｄｙｎａｐｏｌ』コポリエステルはＥｖｏｈｉｃ社
（以前はＤｅｇｕｓｓａ社として知られていた）より商業的に入手できる。梱包フィルム
として使用するのにより好ましい高Ｔｇコポリエステルは、Ｖｉｅｔｌ１２２００Ｂであ
る。
【００５１】
　特別な物理特性を付与するために、前記ポリエステルフィルム組成物に添加剤を配合す
ることができる。これらの添加剤は、二酸化チタンなどの着色剤、シリカ、タルクおよび
クレーなどの充填剤、架橋剤、核形成剤、反応性化合物、難燃性のミネラルまたは有機薬
品と同様に、紫外線（ＵＶ）吸収剤およびＵＶ蛍光剤を含むことができる。
【００５２】
　本発明の梱包フィルム組成物は、業界で知られる任意の技術を用いて製造することがで
きる。前記フィルム組成物は、従来の水中ペレット化技術を用いてペレット化してもよい
。他の実施の形態では、一軸または二軸の押し出し－複合法を用いている。
【００５３】
　これらのフィルム組成物は、ここで前述したプラスチック塊と同様に、様々な従来の分
析方法で直接、あるいは、可溶化および／または予備的液体クロマトグラフィーののちに
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、たとえば、様々な示差走査熱量測定（ＤＳＣ）、フーリエ変換赤外（バルクまたは表面
）分光法（ＦＴ－ＩＲ）、サイズ排除クロマトグラフィー（ＳＥＣ）、および核磁気共鳴
（ＮＭＲ）などの分画同定をすることによって、簡単に特徴づけることができる。
【００５４】
　本発明の改良された梱包フィルムの粘度は、ブルックフィールドＴｈｅｒｍｏｓｅｌま
たは他の適切な粘度計を用いて、ＡＳＴＭ法Ｄ３２３６－７３に記載される試験技術を用
いて決定され、約１８０℃～約２８０℃で約５００００～約１００００００ｍＰａ・秒で
ある。溶融した本発明の梱包フィルムは、混合および均等化すれば、ここに前述したよう
に低Ｔｇポリエステル組成物とともに共押し出しすることができるし、剥離表面に、溶融
した組成物をキャストまたは押し出しすることによって、フィルムに成形することができ
る。これらの製造技術を遂行するために商業的に入手可能な機械は、Ｎｏｒｄｓｏｎ社か
ら購入できる。先に記載したように、低Ｔｇ組成物を包含する高Ｔｇ梱包フィルムは、溶
媒和器または攪乳器に直接チャージしてもよく、それによってあらゆる無駄を省くことが
でき、先に議論した従来の梱包技術を使用するのに付随する多くの欠点を排除することが
できる。
【００５５】
　新規の梱包フィルム組成物は、実質的にいかなる梱包技術でも使用することができる。
たとえば、一般的には低Ｔｇコポリエステルのピースもしくはブロックの表面に、または
型の中に、噴霧または注入することができるし、袋、熱形成されたトレーまたは包装フィ
ルムもしくはシートのような梱包材の形態に変形することができる。
【００５６】
　詳しくは、新規のフィルム組成物は、押し出し－コーティング、キャスト－押し出し、
ブロー－押し出しのような、従来のフィルム押し出し、フィルム共押し出し技術によって
フィルムを形成するように処理される。従来のフィルム形成技術における加工性を改善す
るために、また、フィルムの機械的および物理的な最終特性を改善するために、新規のフ
ィルム組成物に、従来の添加物を配合することができる。これらの方法では、一般的に、
貯蔵およびつぎの使用のために、商業的に入手できる充填および包装機で、フィルムを押
し出して冷却、切断し、それ自体に巻きつけてロールを形成する。この点で、改良された
本発明の包装フィルムは、半自動的多サイズの充填および包装機上で利用でき、たとえば
、
商標名『Ｍａｒｋ１０Ｉ－１２－Ａシステム：倒立水平形成充填密封機』の下で製造され
、ウィスコンシン州、ウォーケーショーのＰｒｅｍｉｅｒ　Ｐａｃｋｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅ
ｍｓ社で製造されている。他の適した機械も当業者が簡単に選択することができる。
【００５７】
　コポリエステルプラスチック塊を囲うコポリエステルポリマーフィルムは、厚さが１０
ミクロン～２０００ミクロン、好ましくは４０ミクロン～２０００ミクロン、より好まし
くは１０ミクロン～３００ミクロン、最も好ましくは１０ミクロン～１００ミクロンであ
る。また、コポリエステルポリマーフィルムは、６０℃以上、好ましくは６５℃以上、よ
り好ましくは６８℃以上の高いガラス転移温度を有するべきである。
【００５８】
　皮膜材料の接着剤塊への溶解性試験は、１００ｇの接着剤試料に対して実験室で実施し
た。試験するそれぞれの場合に応じて、２ｇ～５０ｇの範囲の正確な量のフィルム材料を
、室温（２０～２７℃）、ガラス容器の中で、溶媒和された接着剤に加えた。溶媒和させ
るために一晩置いたのち、溶媒和された接着剤の外観について目視観察した。容器を手で
振り、さらなる期間（１日～１カ月）放置して、溶解性を目視で評価した。１カ月放置し
て、相分離が観察されなければ、そのブレンドは安定および適合していると考えた。
【００５９】
　溶媒和された接着剤のブルックフィールド粘度は、ＡＳＴＭ法Ｄ３２３６にしたがって
２５℃で試験した。試験は、ブランクの接着剤試料に対して実施すると同時に、上述の溶
解性試験で作製した混合された接着剤試料に対して実施した。
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【００６０】
　環球軟化点は、ＡＳＴＭ法Ｅ－２８にしたがって手動ユニットで決定した。試験は、基
準の接着剤試料に対して実施すると同時に、上述の溶解性試験で作製したブレンドされた
接着剤試料に対して実施した。この軟化試験に使用した接着剤配合物は、上述した混合方
法にしたがって作製した。樹脂を一緒に溶媒和したのち、溶媒を乾かして純粋な樹脂ブレ
ンドを試験した。
【００６１】
　固有粘度（ＩＶ）は、ＡＳＴＭ法Ｄ５２２５法を用いて測定した。ＩＶ試験は、ポリマ
ー分子量の相対試験として用いられる。フェノールとテトラクロロエタンの溶媒混合物を
、ビスコテック相対粘度計Ｙ５０１Ｃに用いる。
【００６２】
　樹脂のＣＥＩ研究所着色試験は、ＢＹＫ　ＴＳＣ　II分光計を使用して実施する。樹脂
を溶媒和したのち透過試験を行う。最も一般的な溶解条件は、ＭＥＫ（メチルエチルケト
ン）中に２５％の固形物である。ＣＥＩ研究所は、Ｌ＊（明暗）、ａ＊（赤－緑色）およ
びｂ＊（青－黄色）を測定する。
【００６３】
　次の略語をこの明細書のいたるところで使用する。
　低Ｔｇ－低ガラス転移温度
　高Ｔｇ－高ガラス転移温度
　Ｖ２２００Ｂ－Ｖｉｔｅｌ２２００Ｂ
　Ｖ３３００Ｂ－Ｖｉｔｅｌ３３００Ｂ
　Ｖ３２００Ｂ－Ｖｉｔｅｌ３２００Ｂ
　Ｖ３３５０Ｂ－Ｖｉｔｅｌ３３５０Ｂ
　Ｖ３５５０Ｂ－Ｖｉｔｅｌ３５５０Ｂ
　Ｖ３６５０Ｂ－Ｖｉｔｅｌ３６５０Ｂ
【００６４】
　次の実施例で、梱包されるプラスチック塊として、また、該プラスチック塊を囲むフィ
ルム組成物として使用される材料を、以下に記載する。
【００６５】
　Ｖｉｔｅｌ３３００Ｂ：低Ｔｇ樹脂（Ｔｇ＝１８℃、Ｍｗ＝６３０００ダルトン、１０
０％アモルファスコポリエステル樹脂）
【００６６】
　Ｖｉｔｅｌ３３５０Ｂ：低Ｔｇ樹脂（Ｔｇ＝１８℃、Ｍｗ＝６３０００ダルトン、１０
０％アモルファスコポリエステル樹脂）
【００６７】
　Ｖｉｔｅｌ３２００Ｂ：低Ｔｇ樹脂（Ｔｇ＝１７℃、Ｍｗ＝６３５００ダルトン、１０
０％アモルファスコポリエステル樹脂）
【００６８】
　Ｖｉｔｅｌ３５５０Ｂ：低Ｔｇ樹脂（Ｔｇ＝－１１℃、Ｍｗ＝７５０００ダルトン、１
００％アモルファスコポリエステル樹脂）
【００６９】
　Ｖｉｔｅｌ３６５０Ｂ：低Ｔｇ樹脂（Ｔｇ＝－１０℃、Ｍｗ＝７３０００ダルトン、１
００％アモルファスコポリエステル樹脂）
【００７０】
　Ｖｉｔｅｌ２２００Ｂ：高Ｔｇ樹脂（Ｔｇ＝６９℃、Ｍｗ＝４２０００ダルトン、１０
０％アモルファスコポリエステル樹脂）
【００７１】
　Ｖｉｔｅｌ２２５０Ｂ：高Ｔｇ樹脂（Ｔｇ＝６３℃、Ｍｗ＝３５０００ダルトン、１０
０％アモルファスコポリエステル樹脂）
【００７２】
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　Ｖｉｔｅｌ２１００Ｂ：高Ｔｇ樹脂（Ｔｇ＝６９℃、Ｍｗ＝４５０００ダルトン、１０
０％アモルファスコポリエステル樹脂）
【００７３】
　Ｖｉｔｅｌ２３００Ｂ：高Ｔｇ樹脂（Ｔｇ＝６９℃、Ｍｗ＝４５０００ダルトン、１０
０％アモルファスコポリエステル樹脂）
【００７４】
　低Ｔｇコポリエステルプラスチック塊および高Ｔｇポリマー外層フィルムとして使用す
るのに適した様々な組成物を、以下にあげる。
【表１】

【００７５】
　低Ｔｇコポリエステルプラスチック塊および高Ｔｇポリマー外層フィルムとして使用す
るのに適したより好ましい組成物を、以下にあげる。
【表２】

【００７６】
　本発明を、以下に述べる実施例によって、さらに詳しく説明する。
実施例
【００７７】
　実施例１：最初に小規模実験を行い、この技術がこれらの樹脂に実用的であることを証
明した。これらの実験において、Ｖｉｔｅｌ２２００Ｂ皮膜を有するＶｉｔｅｌ３３００
Ｂの２０ｇのピローを作製した。皮膜と核の間に優れた接着性が得られた。
詳細な実験データ
皮膜樹脂：Ｖｉｔｅｌ２２００Ｂを使用し、２１０℃および６バールの圧力でバルク溶融
機を用いた。
核樹脂：Ｖｉｔｅｌ３３００Ｂを使用し、２２０℃でホットメルトドラム型溶融機を用い
た。
速度：１００ｋｇ／時間に達した。
核／皮膜の比率：４９／１（２％皮膜）および１９／１（５％皮膜）。４９／１がより好
結果であった。
押し出しダイ、バス温度：最初は１０℃に設定した。これは皮膜と核の間に剥離を招いた
。バス温度を６０～７０℃に上昇させたとき、層間の接着性は優れていた。
実験ピローの分析（主にＮＭＲおよびＤＳＣ）によって、皮膜材料は樹脂のバルク特性に
ほとんど影響を及ぼさないことが判明した。皮膜樹脂を含むことによって樹脂のＴｇは１
．４℃しか変わらなかった。皮膜厚さを測定すると約７０ミクロンであった。
【００７８】
　実施例２
１．皮膜および核間の接着性の最適化
　最初の実験では、共押し出しダイのすぐあとのウォーターバス温度が、低すぎる（６０
℃より低い）と、皮膜および核の異なる樹脂間の接着性は、小さいないし全くないことが



(17) JP 2013-516366 A 2013.5.13

10

20

判明した。これは、皮膜樹脂が割れて剥離する原因となり、樹脂ブロッキングする結果と
なる。バス温度を６５～７０℃に上昇させたとき、異なる樹脂間の接着性は、許容できる
レベルまで改善した。
２．樹脂劣化の最小化
　好ましくは、核樹脂を反応炉から押し出し機に直接供給することが望ましい。共押し出
しの厳密な供給速度に依存して、高温で１．５～３時間、樹脂を反応炉に入れておく必要
があるかもしれない。標準的な反応温度（２５０℃）で、この長さの休止時間は、最終製
品に重大な劣化を引き起こすかもしれない。劣化は、０．１より大きいＩＶ（固有粘度）
で滴下して決定する。また、劣化にともなって、色（ｂ＊１０＋ユニットの増加）が暗化
するかもしれない。樹脂の劣化および装置の性能低下を最小限にするために、共押し出し
ラインに加えて使用する、より低温の保存タンクが必要となる可能性がある。
３．冷却バス
　押し出された『ピロー』を、箱に梱包する前に、ウォーターバスで充分に冷やすことが
重要である。たとえば、皮膜樹脂のＴｇが７０℃で、核樹脂が最終的にこれより低く冷や
されていなければ、得られる梱包材は、ともにブロッキングすることになりやすい。核樹
脂が反応炉から直接詰め込まれることを想定して、ダイの初期の樹脂温度は２５０℃くら
いの高さとし、そうして、非ブロッキング『非梱包』梱包材を製造するために、押し出さ
れた『ピロー』を、箱または他の出荷容器に入れる前に、許容な温度に冷やさなければな
らない。
４．樹脂中の水分レベル
ウォーターバスの出口でブローして全ての余分な水をピローから取り除く。これは、消費
者が樹脂を溶媒和させるとき、湿気硬化剤（イソシアネートなど）との問題を避けるため
に、水分％が０．１５％より小さくあるべきであるので、重要である。
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